【　凡　例　】　職種の区分について
1 義務教育学校職員

公立の小学校，中学校並びに特別支援学校の小学部及び中学部の職員であって，市町村立学校職員給与負担法第１条に掲げるもの

	注）　市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）

第１条　市（特別区を含む。）町村立の小学校，中学校，中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の校長，副校長，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，養護教諭，栄養教諭，助教諭，養護助教諭，寄宿舎指導員，講師，学校栄養職員及び事務職員の給料，扶養手当……は，都道府県の負担とする。


　②　義務教育学校職員以外の教育職員

義務教育学校職員以外の公立学校の職員並びに教育委員会及びその所管に属す
る教育機関（公立学校を除く。）の職員

3 警察職員

　　　都道府県警察の職員（国家公務員である職員を除く。）

4 消防職員

消防本部及び消防署の職員並びに常勤の消防団員

5 電気，ガス，水道事業職員

電気，ガス，水道事業，工業用水道事業及び公共下水道事業に従事する職員

6 運輸事業職員

鉄道，軌道，索道，航空機，自動車，軽車両又は船舶による旅客又は貨物の運送
　　事業その他貨物取扱事業に従事する職員

7 清掃事業職員

清掃事業に従事する職員

8 船員

船員法第１条に規定する船員である職員

9 その他の職員

前各号に掲げる職員以外のすべての職員

